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平成 30年１月 19日 

各 位 

会 社 名  株式会社メディカルシステムネットワーク 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 田 尻 稲 雄 

（コード番号  ４３５０ 東証第一部） 

問 合 せ 先  取締役専務執行役員 田 中 義 寛 

（ＴＥＬ．０１１－６１２－１０６９） 

 

 

株式会社ポラリスとの業務提携に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 30 年１月 19 日開催の取締役会において、株式会社ポラリス（本社：兵庫県宝塚市、代

表取締役社長：森剛士、以下「ポラリス」という。）と業務提携契約を締結することを決議いたしました

ので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

当社グループは、企業理念として「良質な医療インフラの構築を通じて地域住民のＱＯＬ（Quality 

of Life）向上に貢献すること」を掲げ、医薬品等ネットワーク事業（医薬品卸と調剤薬局・病医院と

の間の医薬品オンライン受発注及び関連業務のアウトソーシング）と調剤薬局事業の２事業を中核事業

として展開しており、平成 30 年１月４日現在、医薬品ネットワーク加盟件数は 2,377 件に拡大し、当

社グループが運営する調剤薬局は 385店舗となっております。 

調剤薬局事業においては、地域住民の皆様の「まちの灯り」として“健康に関する多様なサービスを

提供する「地域薬局」”を理念に掲げ、薬局店舗において、薬剤師と栄養士による健康フェア・栄養相

談会の開催や、患者様への認知症予防講座の開催・認知症コグニサイズ（認知症予防運動）の指導など、

かかりつけ機能の充実を目指した未病・予防への取り組みを進めてまいりました。 

ポラリスは、コンセプトとして「自分の足でしっかりと」を掲げ、住み慣れた自宅でいつまでも元気

に暮らしていけるよう、歩行・リハビリを中心にご利用者様の“自立した生活”をサポートする自立支

援特化型のデイサービス事業所を全国で 69ヶ所運営しております。 

政府が平成 29 年６月に発表した「未来投資戦略 2017」は「自立支援・重度化防止に向けた科学的介

護の実現」を掲げ、データ分析による科学的な効果が裏付けられた介護サービスの確立を目指しており

ますが、同社の自立支援プログラムの特徴である「パワーリハビリテーション」は、老化や疾患によっ

て使われなくなった全身の神経と筋肉をふたたび活性化させ、介護予防の対象者から要介護度５の高齢

者まで行うことのできるリハビリテーション手法として、ご利用者様の自立支援及び要介護度の改善を

図り成果を挙げております。 

この度、当社とポラリスは、医療と介護の連携による科学的なデータ収集と実践のため、両社グルー

プが有する経営資源、経営ノウハウを相互に有効活用することで、事業効率の向上を図り、相互の企業

価値向上を果たせるものと判断し、業務提携を行うことといたしました。 

当社グループは、ポラリスの利用者様に、かかりつけ薬剤師・薬局として安全で安心な薬物療法を提

供するとともに、残薬管理やポリファーマシーの是正及び科学的データの蓄積に努め、患者様の健康は

もちろんのこと、医療費適正化へも取り組んでまいります。 
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２．業務提携の内容 

（１）ポラリスの自立支援型デイサービス利用者に対する、当社グループ薬局・薬剤師による薬学的介

入・服薬指導 

（２）上記（１）の効果に関するエビデンスの蓄積及び公表に向けた共同取組 

（３）在宅医療、デイサービス、訪問調剤を一体的に提供するモデル店舗の開発に向けた共同取組 

（４）当社が自立支援型デイサービス事業への参入を検討する場合におけるポラリスによる全面的な運営

サポート 

（５）ポラリスのデイサービス利用者及び当社グループの薬局利用者の相互紹介 

（６）その他前各号に付帯する業務 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ポラリス 

（２） 所 在 地 兵庫県宝塚市伊予志３-２-30 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 森 剛士 

（４） 事 業 内 容 通所介護事業、居宅介護事業、研究開発事業、フランチャイズ事業他 

（５） 資 本 金 105百万円 

（６） 設 立 平成 14年７月 

（７） 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はありません（関係者及び関係会社を含む）。 

当該会社、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該

当しません。 

 

４．日程 

（１）契約締結日    平成 30年１月 19日 

（２）事業開始日    平成 30年１月 19日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件による当社の今期（平成 30 年３月期）の連結業績に与える影響は軽微でありますが、連携を推進

していくことにより、中長期的な事業拡大につながるものと考えております。 

 

以 上 


